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担当部署:　都市整備部 道路河川課　
	処分の概要
	損失補償額の原因者への負担命令

	法令名
根拠条項
	河川法　第100条において準用する第76条第3項

	法令番号
	昭和39年法律第167号

	【基準】
　法第76条の規定による。
　(監督処分に伴う損失の補償等)
第76条　河川管理者は、(＊)前条第2項第4号又は第5号に該当することにより同項の規定による処分をした場合において、当該処分により損失を受けた者があるときは、その者に対して通常生ずべき損失を補償しなければならない。ただし、水利使用に関し第23条若しくは第26条第1項の許可又は第23条の2の登録を受けた者が、第41条の規定によりその損失を補償する場合は、この限りでない。
2　第22条第4項及び第5項の規定は、前項の規定による損失の補償について準用する。
3　河川管理者は、第1項の規定により河川管理者が補償すべき損失が、前条第2項第5号に該当するものとして同項の規定による処分があつたことによるものである場合においては、当該補償金額を当該理由を生じさせた者に負担させることができる。

(＊)第75条　河川管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この法律若しくはこの法律に基づく政令若しくは都道府県の条例の規定によつて与えた許可、登録若しくは承認を取り消し、変更し、その効力を停止し、その条件を変更し、若しくは新たに条件を付し、又は工事その他の行為の中止、工作物の改築若しくは除却(第二十四条の規定に違反する係留施設に係留されている船舶の除却を含む。)、工事その他の行為若しくは工作物により生じた若しくは生ずべき損害を除去し、若しくは予防するために必要な施設の設置その他の措置をとること若しくは河川を原状に回復することを命ずることができる。
第2項　四　河川工事のためやむを得ない必要があるとき。譲与
五　前号に掲げる場合のほか、公益上やむを得ない必要があるとき。
(＊)河川管理者　一級河川・国土交通大臣・二級河川・都道府県知事・準用河川・市町村長
　　　　　　　　　(法第7条・第9条第1項・第10条第1項・第100条)

	備考
	

	

	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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